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役員・評議員の報酬及び旅費規程 

 

 

（ 目 的 ） 

第１条 この規程は、社会福祉法人神港園定款第九条及び第二四条に基づき、常勤又

はこれに準ずる勤務をする役員、それ以外の役員(以下、「非業務執行理事等」

という。)、評議員、評議員選任解任委員及び第三者委員(以下「委員等」とい

う。)の報酬等について定めるものとする。 

 

（役員の報酬等） 

第２条 役員がその任において法人の業務を処理するため、常勤又はこれに準ずる勤

務をする場合は、次により報酬（給与等）を支給する。 

(１) 理事長・会長及び業務執行理事が勤務する場合には、別表１の通り報酬

(給与等)を支給する。 

(２) 賞与は、事業の成績に応じ、前号に定める月額の３か月分を超えない範

囲で、夏季・冬季に分けて支給する。 

２. 神港園職員として在籍のまま理事である期間は、職員の給与に関する規程に

基づき、給与を支給する。 

３. 理事長・会長及び業務執行理事が職務のため出張をしたときは、経済的な通

常の経路及び方法により出張した場合によって計算された旅費、もしくは用務

上の必要や天災その他やむを得ない事情により最も経済的な通常の経路又は方

法によって出張し難い場合には、その現によった経路及び方法によって計算さ

れた旅費の実費相当額（交通費(鉄道賃、船賃、航空費、車賃とする。)）及び

日額１万円の報酬を支給する。 

 

（非業務執行理事等及び評議員並びに委員等の報酬等） 

第３条 非業務執行理事等及び評議員並びに委員等に対する報酬の額は、別表２の通

り報酬等の区分に応じて支給する。 

２. 神港園職員が在籍のまま非業務執行理事である期間は、別表３の通り報酬等

の区分に応じて支給する。 

３. 神港園職員が在籍のまま委員等である期間は、職員の給与に関する規程に基

づき、給与を支給する。 

４. 非業務執行理事等及び評議員が職務のため出張をしたときは、経済的な通常

の経路及び方法により出張した場合によって計算された旅費、もしくは用務上

の必要や天災その他やむを得ない事情により最も経済的な通常の経路又は方法

によって出張し難い場合には、その現によった経路及び方法によって計算され

た旅費の実費相当額（交通費(鉄道賃、船賃、航空費、車賃とする。)）及び日

額１万円の報酬を支給する。 
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（役員・評議員及び評議員選任・解任委員の退任慰労金） 

第４条 当法人の役員・評議員及び評議員選任・解任委員が退任する場合、別表４に定

める基準に従い退任慰労金を支払う。 

 

（ 公 表 ） 

第５条 この規程をもって、社会福祉法第５９条の２第１項第２号に定める報酬等の

支給の基準として公表する。 

 

（ 改 廃 ） 

第６条 この規程の改廃は、評議員会の承認を受けて行う。 

 

 

付 則 

 

       この規程は、平成 元年 ４月 １日から施行する。 

一部改定し、平成１０年 ５月 １日から施行する。 

一部改定し、平成１０年１０月 １日から施行する。 

一部改定し、平成１１年 ５月２２日から施行する。 

一部改定し、平成１２年 ４月 １日から施行する。 

一部改定し、平成１４年 ２月 １日から施行する。 

一部改定し、平成２０年１０月 １日から施行する。 

一部改定し、平成２５年 ５月２５日から施行する。 

一部改定し、平成２７年 ４月 １日から施行する。 

一部改定し、平成２９年 ７月 １日から施行する。 

一部改定し、平成３０年 ４月 １日から施行する。 

一部改定し、令和 ５年 ６月２５日から施行する。 
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役員・評議員の報酬及び旅費規程(別表) 

令和5年6月25日施行 

 

別表１(理事長及び業務執行理事の報酬) 

役職名 報酬月額 

理事長 

４００,０００円～１,０００,０００円  

基本報酬 40万円（初任時及び前年度決算の事業活動経  

常増減差額が 1億円以下の場合）  

前年度決算の事業活動経常増減差額が  

1億円を超えて 1億 5千万円以下： 60万円以下  

  同   1億 5千万円を超えて 2億円以下： 80万円以下  

同   2億円を超える場合      ： 100万円以下 

会長 

４００,０００円～７００ ,０００円  

基本報酬 30万円（初任時及び前年度決算の事業活動経  

常増減差額が 1億円以下の場合）  

前年度決算の事業活動経常増減差額が  

1億円を超えて 1億 5千万円以下： 50万円以下  

  同   1億 5千万円を超えて 2億円以下： 60万円以下  

同   2億円を超える場合      ： 70万円以下 

常務理事(業務執行理事) 

２００,０００円～５００ ,０００円  

基本報酬 20万円（初任時及び前年度決算の事業活動経  

常増減差額が 1億円以下の場合）  

前年度決算の事業活動経常増減差額が  

1億円を超えて 1億 5千万円以下： 30万円以下  

  同   1億 5千万円を超えて 2億円以下： 40万円以下  

同   2億円を超える場合      ： 50万円以下 

 

別表２(非常勤役員等及び評議員並びに委員等の報酬) 

 (１)評議員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 報酬(税額控除後) 

評議員会への出席 
定例：３０,０００円 

臨時：２０,０００円 

上記の他、法人業務のための出勤 
職務に応じて 

１０,０００円～３０,０００円 
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(２)理事・監事 

 

 

 

 

 

 

 

 

(３)委員等 

 

 

 

 

 

 

 

別表３(神港園職員として在籍する非業務執行理事) 

 

役職名 報酬月額 

理事 １５,０００円 

 

  

 報酬(税額控除後) 

理事会等会議への出席 
定例：３０,０００円 

臨時：２０,０００円 

監事監査への出席 ４０,０００円 

上記の他、法人業務のための出勤 
職務に応じて 

１０,０００円～３０,０００円 

 報酬(税額控除後) 

評議員選任解任委員会への出席 １０,０００円 

第三者委員会への出席 １０,０００円 

上記の他、法人業務のための出勤 
職務に応じて 

１０,０００円～３０,０００円 
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別表４（役員等の退任慰労金支給基準） 

 

（目的） 

第１条 この基準は、当法人の役員及び評議員、評議員選任解任委員（以下、「役員等」

という。）が退任した際に支払う慰労金に関して定めるものとする。 

 

（退任の定義） 

第２条 この規程でいう退任とは役員等の地位を喪失することをいい、理事長及び業務

執行理事がその地位を喪失し、非常勤理事として引き続き選任された場合等も

含む。 

但し、理事長と業務執行理事の間の地位の変更、非常勤の役員等の間の地位の変

更は含まないものとする。 

 

（退任慰労金の決定） 

第３条 役員の退任慰労金は、次のとおり決定するものとする。 

1. 理事長・業務執行理事の退任慰労金は、基準の定めの範囲内で情勢を勘案し

た額を、理事会決議を経て評議員会で決定する。 

2. 非常勤役員等の退任慰労金は、基準の範囲内で理事長が決定する。 

 

（理事長及び業務執行理事の退任慰労金の基準） 

第４条 理事長及び業務執行理事の退任慰労金の基準額は、次のとおりとする。 

役位毎の退任時における月額報酬額×役位毎の在任期間の年数×役位毎の功績

倍率＝退任慰労金 

但し、任期途中１年未満で退任する場合は、６ヶ月未満は切り捨て、６ヶ月以上

は１年として繰り上げて計算するものとする。 

 

（非常勤役員等の退任慰労金の基準） 

第５条 非常勤役員等の退任慰労金の基準額は、次のとおりとする。 

10,000円×通算の在任期間の年数×功績倍率＝退任慰労金 

但し、任期途中１年未満で退任する場合は、６ヶ月未満は切り捨て、６ヶ月以上

は１年として繰り上げて計算するものとする。 

 

（功績倍率） 

第６条 役員等の退任慰労金の功績倍率は、次のとおりとする。 

1. 理事長・・・２５０％以下 

2. 業務執行理事・・２００％以下 

3. 非常勤役員・評議員・・１５０％以下 

4. 評議員選任解任委員・・１００％以下 

 

（退任慰労金の減額等） 
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第７条 役員等が法人に対し損害を与え、又は役員等の責務に反し解任となった場合、評

議員会決議で退任慰労金を減額され、又は支給されないことがある。 

 

（支払方法） 

第８条 退任慰労金の支払方法は、理事会で決定するものとする。 

 

（改定） 

第９条 この基準の改定は、評議員会の決議をもって行うこととする。 

 

附則 

この基準は、令和５年６月２５日から施行する。 

 


	役員・評議員の報酬及び旅費規程　表紙
	役員・評議員の報酬及び旅費規程　目次
	役員・評議員の報酬及び旅費規程
	役員・評議員の報酬及び旅費規程【別表】

